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令和６年度 学校関係者評価委員会報告 

 

 熊本総合医療リハビリテーション学院学校関係者評価委員会は、令和５年度自己点検・自己評価報告書

に基付き、学校関係者評価を実施したので、以下のとおり報告します。 

 

記 

 

１．学校関係者評価委員 

    委員長 笠岡俊志（熊本大学病院 災害医療教育研究センター 教授・センター長） 

     委員 長福武志（熊本セントラル病院 リハビリテーション科 科長）  

        今田吉彦（熊本機能病院 総合リハビリテーション部 作業療法課 課長） 

        黒田彰紀（熊本赤十字病院 腎臓内科部 臨床工学課 腎センター ＣＥ係長） 

 上野敏輝（徳田義肢製作所 装具部 営業課 課長） 

丸山 修（熊本市消防局 警防部 救急課 課長 ） 

藤本浩明（熊本県立東稜高等学校 校長） 

        柿原 聡（熊本総合医療リハビリテーション学院卒業生 代表） 

        有馬正英（熊本総合医療リハビリテーション学院後援会 会長） 

 

２．学校関係者評価委員会開催状況 

    日時：令和６年７月９日(火) 19:00～ 

    会場：熊本総合医療リハビリテーション学院 1号館 会議室２ 

 

３．学校関係者評価報告書 

    別添「令和６年度学校関係者評価報告書」のとおり 
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１ 教育理念・目的・育成人材像  
現 状 と 課 題 

教育理念・目的・育成人材像と共に、入学者受入れの方針（ｱﾄﾞﾐｯｼｮﾝ･ﾎﾟﾘｼｰ）、教育課程編成・実

施の方針（ｶﾘｷｭﾗﾑ･ﾎﾟﾘｼｰ）及び卒業認定・称号授与の方針（ﾃﾞｨﾌﾟﾛﾏ･ﾎﾟﾘｼｰ）の 3 つのポリシーを定

め、事業計画等に明記し、学外へは学院案内及び学院ホームページ等により広く開示している。理念

等に基づき、各学科において、それぞれの専門性に沿った教育目標を掲げ、医療人育成に向けた教育

活動に取り組んでいる。    
5 学科を擁する多様な医療専門職教育を展開していること、長い歴史を有し多数の卒業生が地域医

療界等で活躍していること、また、学外実習を充実させ、専門職としての実践的な知識と技術を修得

させていること、それを可能にする多岐にわたる学外実習施設との連携を有すること等が学院の特

色である。 
関連業界の動向を見据え、入学定員の確保、卒業生の就職等を的確に実現するため、学校関係者評

価委員会、教育課程編成委員会からの意見・提言を踏まえ、中期的な構想について協議し、事業計画

に反映させている。 

 
学校関係者評価委員会の意見･提言 

・義肢装具の業界は、全体的にまだまだアナログ的な部分が主体となっているが、デジタル的な部分

が主流になっているところもある。就職する際にも有利に働くと思うので、ぜひ積極的に３次元Ｃ

ＡＤの資格を取り入れて欲しい。 
・作業療法学科の４年制から３年制への移行については、就職する際に、競合校との競争力について

少々心配であり、その辺りのバックアップも必要となるのではないかと思う。 
・作業療法学科が３年制になることで、もっとタイトなスケジュールになることが予想される。また、

就職先との連携をしっかりと行う必要がある。 
・高校生及び保護者の多くは、４年制大学への進学を希望しているように感じている。大学との差別

化という点においては、修業年限を減らすという方向性は良いと思っている。 
 

 
２ 学校運営  

現 状 と 課 題 
理念等に基づく運営方針は明確に定め、事業計画に反映させると共に、職員会議等を通して全教職

員に周知している。 

職員会議、教職員会議に加えて､教育課程編成委員会、学校関係者評価委員会、保健管理委員会、

企画運営委員会､入試検討委員会、国家試験対策委員会､自己評価委員会、教育・研修委員会、学生支

援委員会及び広報委員会等を整備し、各委員会で審議した事項は、職員会議にて報告、承認を得るな

ど、意思決定システムは明確で、適切に機能している。また、学校運営の現状を踏まえ、学則、委員

会規則等の改正を行っている。 

賃金制度については、就業規則の給与規程に基づき、職務手当等が定められている。教員の採用に

ついては、採用選考面接を行い、その結果に基づき審議し、養成施設指定規則に定められた基準を充

たす人材を確保している。 

情報システム化については、学内全ての教室で Wi-Fi が使用可能であり、学内・外のネットワー

クが構築され、情報共有化、業務の効率化が図られている。学生の成績、出欠等を一元管理する教務

システム（CampusForce）は、必要に応じた改善を進めている。学習管理システム（Moodle）は、資料

提示や小テスト等の学習管理のほか、学生への情報伝達に活用している。 

 
学校関係者評価委員会の意見･提言 

・小学校、中学校、高校においては、ＩＣＴの活用がかなり進んでいる。小学校高学年にもなると、

タブレットを自由に使いこなしながら、授業を受けている状況であり、高校の授業においてもＩＣ

Ｔの活用を積極的に進めている。 
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３ 教育活動  
現 状 と 課 題 

理念等の達成に向けて、カリキュラム・ポリシーを適切に定め、事業計画に記すと共に職員会議

にて周知している。また、学生・父母等・関連業界等に対する理解と協力を得るため学院ホームペ

ージ等で公表している。各学科の教育目標、育成人材像は、入学者の基礎学力の状況や教育課程編

成委員会からの意見等を踏まえ、適切に方向付けている。 

教育到達レベルは、国家資格取得という明確な目標に沿って設定しており、修業年限に対応する

と共にディプロマ・ポリシーとして明確化している。また、各学科の教育内容は養成施設指定規則

の基準を充たすと共に、教育課程においては各授業科目を順次的・体系的に位置付け、カリキュラ

ム・ツリーにて可視化しシラバスに明示している。また、キャリア教育については、一人ひとりの

社会的・職業的自立に向け、授業や学外実習等を通して実施している。なお、教育課程については、

教育課程編成委員会や卒業生の就職先からの意見を反映し見直し、理学療法学科、義肢装具学科及

び救急救命学科においては、令和 6 年度入学生の教育課程変更願いを関係機関へ申請し許可を得て

いる。 

学生の成績評価・単位認定基準は、学則及び学院細則の一部を現状に即して変更し、適切に運用

されている。 

教職員の資質向上を目的に、教育・研修委員会が中心となり、対面及び Moodle（学習管理システ

ム）を利用したオンデマンド型研修会、学生による授業評価を実施している。また、デジタル推進

機構を組織し、ICT を活用した教育活動を推進している。各教員は学会等への参加を通して専門性

の向上や指導方法の工夫改善に取り組んでいる。また、新任教員に対しては、初任者研修の受講の

機会を設けると共に、理学療法学科及び作業療法学科では「養成施設等教員長期講習会」に、救急

救命学科では「令和 5年度病院前医療体制における救急救命士業務実地修練」に参加している。 

 
 

学校関係者評価委員会の意見･提言 
・コミュニケーション能力や問題解決能力の育成は、難しい課題である。座学以外のところで色々と

経験を積んでから、実際の現場に出ると良いと思っている。また、卒業生の就職先から意見聴取な

ども行われているが、フィードバックされた情報は貴重な財産だと思うので、取得した情報を学生

指導に活かして欲しい。 

 
４ 学修成果  

現 状 と 課 題 
国家試験対策については、国家試験対策委員会と各学科の連携の下、模擬試験､特別講義、グルー

プ学習への支援及びメンタルサポート等きめ細かに対応している。また、詳細な課題分析を行い指

導内容のさらなる向上に努めている。最終学年での集中的な支援と共に、1年次からの継続的な支援

及び成績下位者への計画的な学習支援にも取り組んでいる。国家試験合格率の推移等については全

国の合格率を把握し、出題傾向の分析等も行っている。新型コロナウイルス感染症等の拡大により

対面授業が困難な場合もしくは予測される場合においては、学習管理システム（Moodle）やZoom等

を用いての学習支援を行っている。 

就職支援については、就職説明会の開催、面接指導、履歴書添削指導等、計画的・組織的に取り組

んでおり、就職率は高く支援の成果が現れている。 

卒業生の社会的評価については、卒業生同窓会や関連業界からの情報を得ると共に、卒業生の就

職先へのアンケート調査を実施し、把握している。 

 
学校関係者評価委員会の意見･提言 

・救急救命学科の就職率の向上が見受けられる。 
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５ 学生支援  
現 状 と 課 題 

就職支援、退学率の改善、健康管理等に関しては、学生支援委員会、保健管理委員会と各学科が連

携し、組織的な学生支援活動を展開している。 

就職支援については、担当講師が個別相談窓口となり、きめ細かに指導している。また、毎年開催

している就職説明会については、オンライン開催を取り入れている。更に、福祉住環境コーディネー

ター、認知症ケア指導管理士（初級）、第 2種 ME技術実力検定、JPTECプロバイダー等関連資格の取

得を奨励して就職活動を支援している。また、早まる採用試験時期に対応するため、教育課程の変更

と併せ臨床・臨地実習時期の見直しを図っている。 

退学率低減については、入学前からの学習支援、1年次を主体にオリエンテーション、ホームルー

ム、面談、国語・数学の基礎学力向上に向けたリメディアル教育等の取り組みを進めている。また、

成績下位者を対象とした個別的、組織的な学習支援活動や休学者に対するきめ細かな支援を実施し

ている。 

学生相談体制の整備については、カウンセリング室を設置し、カウンセラーによるカウンセリン

グを定期的に行っている。更に、前期及び後期の早期において全学生を対象にメンタルヘルスアン

ケートを実施、講師による面談を行う等、支援を要する学生の早期把握と心理面へのケアに努めて

いる。ハラスメント防止に関しては、学院ホームページにおける相談窓口の表記について修正を行

うと共に、各教室や学習管理システム（Moodle）にハラスメント防止のチラシを掲示している。 
奨学金の手続き業務等、適正な支援体制を整備し、学生の経済的側面からの支援に取り組んでい

る。また、自然災害や新型コロナウイルス感染症に関する支援制度、教育訓練給付金制度について
も同様の対応を行っている。更に学院後援会と連携し、インフルエンザ予防接種、麻疹、風疹等の
抗体価検査費用及び新型コロナウイルス感染症に関する検査費用の一部を補助している。 
学生の健康管理については、保健管理委員会と各学科・学務課が連携し、定期的に健康診断を行う

と共に、実習施設から求められる基準についても適切に対応している。また、新型コロナウイルス感

染症については、対策マニュアルを改訂し、学生及び教職員に周知している。 

通学の利便性向上のため、スクールバスの運行業務を推進すると共に、車両通学者のための駐車

場、駐輪場の整備や近隣ガソリンスタンドと提携した割引制度等を導入し支援している。卒業生へ

の支援に関しては国家試験対策学習会や専門分野の研修会等を開催するなど、手厚くフォローして

いる。 
父母等との連携については、懇談会を開催し、教育方針や学生の状況等について説明し意見交換

を行っている。 

 
学校関係者評価委員会の意見･提言 

・学生が抱える悩みは、学力面、心理面、経済面と色々な要因があると思うが、今後も退学者の減少

に向けた改善に取り組んで欲しい。 
・親元を離れて進学する学生もいる。学生の出欠については、父母等がアプリで確認できるシステム

を取り入れている専門学校もあると聞いている。出欠確認のシステムがあれば、父母等との連携も

スムーズにできるのではないかと思う。 
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６ 教育環境                                    
現 状 と 課 題 

   施設、設備等は関連法による基準を全て充たしており、学生が適切な教育環境の下で学習に取り組

むことが出来るよう整備されている。教育機器については、より効果的な学習成果に繋がるよう、各

学科と連携を図りながら一定の予算措置に基づき計画的に購入している。また、施設等の管理者とそ

の役割については規程により明確化し、施設・設備のメンテナンス体制を整備している。令和 5 年度

は 1号館コンピューター室のパソコンの入れ替えを行っている。 

学外実習については、定期的な臨床実習・臨地実習指導者会議の開催や巡回訪問指導等を通して、

関係機関と密接に連携を図るなど、教育体制は適切である。学外実習の教育効果については、実習成

績表等を基に、状況を把握し効果を確認している。令和 5 年度は、新型コロナウイルス感染症の 5 類

移行と鎮静化に伴い平時の実習を再開できている。不測の事態を想定した感染症対策を継続実施した

上で、学生の不利益とならないように考慮し、臨床・臨地実習を実施している。 

防災については、防災・安全管理委員会と事務部、各学科の連携の下、業務の適正な運営を図って

いる。令和 5年度は、6月に防災訓練を 12月に消防設備点検と併せて消火器・屋内消火栓の取り扱い

訓練を実施するとともに、防災･安全管理規程及び危機管理マニュアルを教職員に周知している。 

防災設備は定期的に点検し、避難経路図及び避難経路標識を掲示するなど、安全確保に向けて防災

意識の啓発に取り組んでいる。なお、火災保険等にも加入しており、教育機器についても担保されて

いる。 

学生に対して安全教育を行うと共に、通学時の交通安全指導を定期的に実施している。学生加入の

傷害保険については、新型コロナウイルス感染症関連の補償も含む保険に加入している。 

 
学校関係者評価委員会の意見･提言 

・学生が交通事故を踏まえ、外部に委託して実施するような交通安全指導も必要だと思う。 
・ヘルメット着用の有無は、事故時に命にかかわってくる。頭を打った場合は重篤な状態にもなるた

め、自転車通学者はヘルメットの着用を強制（半強制）にした方が良いのではないか。 
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７ 学生の募集と受け入れ  
現 状 と 課 題 

学生募集については、広報委員会と事務部、各学科の連携の下、高等学校訪問、オープンキャン

パス、入試相談会、医療職種説明会等、広範且つ多様な活動を組織的に展開している。 

令和 5年度は新型コロナウイルス感染症の影響を受け、学院説明会はハイブリッド、初回のオー

プンキャンパスはオンラインにて開催している。従来の医療職種説明会については、名称を春のオ

ープンキャンパスに変更し実施している。 

令和 6年度入学試験においては、指定校推薦に関する評定平均値や出願方法等を見直すと共に、

経済的支援として入学金等の減免措置を行っている。入学者数については、学科によっては連続し

て定員を充足できていない状況にあり、次年度の入学者確保に向けた新たな取り組みを検討してい

る。 

学院案内、学院ホームページ等は、志願者・保護者等にとって分かりやすい表現を工夫し、問い合

わせ・相談には適切に対応している。学院案内については、学科毎のアピールポイントを「学科の魅

力」として掲載している。就職実績、国家資格取得実績等、学修成果については、学生募集活動等を

通して適切に情報提供を行っている。また、Instagram 等の SNS や路面電車内のデジタルサイネー

ジ広告等を活用した適切な情報発信に努めている。なお、学院ホームページは内容の充実を図ると共

に、スマートフォン等から容易に閲覧できるようにしている。 

中長期的展望に立ち、菊池市、合志市等の小中学校に対して、出前授業の実施に向けての学校訪問

を行っている。 

作業療法士の高い需要に対する供給不足や、受験生保護者の教育費用の負担軽減等を見据え、令

和 7年度の作業療法学科入学生より、修業年限を 3年へ変更する旨、関係機関へ申請し、認可を得

ている。 

入学選考については、アドミッション・ポリシーに沿って、合否判定基準を明確に定め、入学試

験合格判定会議にて適正に選考している。なお、令和６年度推薦入学試験での面接において、オン

ライン面接試験を導入している。また、経済的支援として理学療法学科及び作業療法学科の指定校

推薦入学者に対する入学金の減免や、オープンキャンパス参加者に対する受験料減免を行ってい

る。 

学納金については、各学科の定員、教員数等、多面的に検討し決定しており、妥当なものになっ

ている。 

 
学校関係者評価委員会の意見･提言 

・入学定員の確保は非常に大きなテーマである。今後、リハビリ関係の仕事を志す生徒を発掘するた

めに、リハビリ職に就きたいという生徒の心を動かす取り組みが必要だと思われる。 
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８ 財務  
現 状 と 課 題 

志願者確保に向け、５学科を擁する医療専門職養成校としての特色を生かした広報活動を組織的、

計画的に行っている。令和６年度入学者においては、全体として 64.3％の充足率であり、前年度に

引き続き入学定員の確保と退学率の低減が課題である。入試検討委員会での入試時期等の検討や広

報委員会を中心とした学生募集活動、学生支援委員会を中心とした退学率低減に向けた学習支援活

動等、教育部及び事務部との連携のもと組織的に取り組んでいる。 

校舎の新築、改修等で一時増加した借入金も、計画どおり返済できており、財務基盤は問題ないと

言える。また、財務情報については、「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」

及び「高等教育の就学支援新制度」を踏まえ、財務状況を学院ホームページで公開するなど、適切に

対応している。 

予算・収支計画については、学院事業計画を法人理事会で諮り、年度予算、中期計画等を審議し決

定している。 

会計監査については、顧問税理士事務所による月次監査等、税理士事務所と連携して適正に実施さ

れている。 

 
学校関係者評価委員会の意見･提言 

・入学生が１年間減少したからといって、すぐに屋台骨が揺らぐという訳ではないが、入学生確保に

向けた対策は更に行っていく必要がある。 

 
９ 法令等の遵守  

現 状 と 課 題 
専修学校設置基準等の関係法令に基づき、学則や就業規則等を整備し、適正な運営がなされてい

る。各種規則等については、教職員へ徹底すると共に、学生に対してはオリエンテーション等で規則

遵守を周知している。 

個人情報保護については、その重要性について教職員や学生に周知を図ると共に、個人情報保護法

に基づき、個人情報保護方針と個人情報保護規程を定めている。外部からの不正アクセス、コンピュ

ータウイルス対策として情報セキュリティシステムを構築するなど適切な対策を講じている。また、

情報モラルの徹底に向け、ソーシャルメディアポリシーを定め、教職員や学生に周知している。 

ハラスメント防止に関する取組みとしては、相談窓口の明確化を図るための学院ホームページの

変更やパンレットの掲示等を行っている。 

私立専門学校等評価研究機構の基準 Ver4.0に基づき令和４年度に実施した自己点検・自己評価の

結果に対して、学校関係者評価委員会による外部評価を行っている。学校関係者評価委員会からの意

見・提言に基づき、学校運営や教育活動の改善に取り組んでいる。 

自己点検・自己評価及び学校関係者評価に関する方針は、それぞれ自己評価委員会規則、学校関係

者評価委員会規則に明示されており、教職員へも周知している。自己点検・自己評価報告書は職員会

議で審議し、学校関係者評価報告書、教育課程編成委員会議事録と併せて学院ホームページで広く公

表している。また、教育活動、学校運営の状況に関する情報も学院案内等で広く提供している。 

 
学校関係者評価委員会の意見･提言 

・意見・提言はなく、内容は妥当と思われる。 
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１０ 社会貢献・地域貢献 
現 状 と 課 題 

各学科とも、それぞれの養成する専門職としての特色を活かしながら、関連する行政や職能団体と

連携して、社会的活動に積極的に取り組んでいる。令和 5年度は、高齢者の健康教室の会場として実

習室を施設提供している。 

外部からの学生ボランティア参加要請については、学生支援委員会で取りまとめ、学院内グループ

ウェアや学習管理システム（Moodle）等を通して情報を提供する等、学生のボランティア活動を支援

している。また、ボランティアの活動状況について学院ホームページを通して情報発信している。 

令和５年度は新型コロナウイルス感染症の影響を受け、ボランティアの募集は減少しているもの

の献血、熊本城マラソン、玉名いだてんマラソン等には多くの学生が参加協力している。また、学

院周辺の清掃活動を定期的に実施している。 

熊本赤十字病院等から依頼を受け、大規模災害訓練に参加すると共に、熊本市消防団機能別団員

「防災サポーター」に協力している。 

ボランティア活動への積極的な参加と、参加意欲のさらなる向上に向け、学生表彰規程を設けてい

る。 

 
学校関係者評価委員会の意見･提言 

・消防職を含めて公務員受験者数が減少している中で、６４名の学生が、消防団機能別団員の防災サ

ポーターに協力いただいたことは、非常にありがたい。また、このようなボランティア活動や大規

模災害の訓練へ参加したという経験は、消防職採用試験の二次試験において役に立つと思う。 

 


